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区　　分 予　算　額 前年度比
一般会計 484億8,773万円 ＋6.1％
特別会計 195億  236万円 ＋3.9％
国民健康保険事業（事業勘定） 98億  157万円 ＋4.7％
国民健康保険事業（直診勘定） 8,842万円 △0.6％
後期高齢者医療事業 9億8,399万円 ＋1.0％
介護保険事業 82億1,053万円 ＋2.4％
診療所事業 2億8,371万円 ＋9.2％
霊苑事業 6,371万円 ＋33.5％
宅地事業 701万円 △60.0％
太陽光発電事業 6,044万円 皆増
管理会財産区 298万円 △8.2％

企業会計 146億9,358万円 ＋15.4％
水道事業 39億  603万円 ＋2.8％
下水道事業 106億1,657万円 ＋21.0％
農業共済事業 1億7,098万円 ＋5.4％

合　　　計 826億8,367万円 ＋7.1％

会計別予算一覧一般会計・歳入予算の内訳

歳入
依存財源
（69.7％）
依存財源
（69.7％）

地方交付税
179億円（36.9％）
地方交付税
179億円（36.9％）

諸収入
21億6,879万円（4.5％）

諸収入
21億6,879万円（4.5％）

市税
99億5,517万円
（20.5％）

市税
99億5,517万円
（20.5％）

国庫支出金
39億3,069万円
（8.1％）

国庫支出金
39億3,069万円
（8.1％）

地方消費税交付金
9億3,643万円（1.9％）
地方消費税交付金
9億3,643万円（1.9％）
県支出金
29億7,017万円
（6.1％）

県支出金
29億7,017万円
（6.1％）

地方譲与税3億4,535万円（0.7％）地方譲与税3億4,535万円（0.7％）

その他2億2,633万円（0.4％）その他2億2,633万円（0.4％）
分担金および負担金5億844万円（1.1％）分担金および負担金5億844万円（1.1％）

繰入金8億1,897万円（1.7％）繰入金8億1,897万円（1.7％）
使用料および手数料10億2,810万円（2.1％）使用料および手数料10億2,810万円（2.1％）

その他2億1,309万円（0.5％）その他2億1,309万円（0.5％）

市債
74億8,620万円
（15.5％）

市債
74億8,620万円
（15.5％）

自主財源
（30.3％）
自主財源
（30.3％）

〈グラフ１〉

〈表２〉

平成26年度 豊岡市予算

　皆さんが納める税金や国・県からの補助金などが、まちづくりのためにどのように活用され
るのかをお知らせします。　　　　　　　　　　　　　　　　   《問合せ》財政課☎21-9014
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会　計 市債残高
一　般 647億円
特　別 4億円
企　業 677億円
合　計 1,328億円

市民1人当たり 153万4千円
平成26年度末見込み

市債残高

平成26年度豊岡市予算（案）がまとまりました
～足元を固め「小さな世界都市」の実現に向けて突き抜ける～
13会計 総額で827億円

〈表１〉
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一般会計・歳出の目的別内訳一般会計・歳出の性質別内訳

歳出

民生費
119億4,016万円（24.6％）
民生費
119億4,016万円（24.6％）

公債費
75億1,068万円
（15.5％）

公債費
75億1,068万円
（15.5％）

総務費
45億2,265万円
（9.3％）

総務費
45億2,265万円
（9.3％）

土木費
53億4,432万円
（11.0％）

土木費
53億4,432万円
（11.0％）

教育費
60億7,115万円
（12.5％）

教育費
60億7,115万円
（12.5％）

商工費
14億422万円（2.9％）
商工費
14億422万円（2.9％）

諸支出金4億9,142万円（1.0％）諸支出金4億9,142万円（1.0％）
農林水産業費
12億2,772万円（2.6％）
農林水産業費
12億2,772万円（2.6％）

消防費
27億2,797万円
（5.6％）

消防費
27億2,797万円
（5.6％）

衛生費
65億3,495万円
（13.5％）

衛生費
65億3,495万円
（13.5％）

議会費2億7,949万円（0.6％）議会費2億7,949万円（0.6％）
労働費4億2,300万円（0.9％）労働費4億2,300万円（0.9％）

予備費1,000万円（0.0％）予備費1,000万円（0.0％）人件費（17.0％） ………… 82億3,625万円
　市長、議員、職員などの給料や諸手当など

義務的経費（27.9％）………135億83万円
　扶助費や公債費などの支出が義務付けられ、
　任意に削減できない経費

投資的経費（17.5％）………84億8,962万円
　道路、公園、その他施設の建設などの整備に要
　する経費

一般行政経費（37.6％）…182億5,103万円
　施設の維持管理費や補助金、特別会計への繰　
　出金などの経費

その他…………………1,000万円
　予備費

〈表３〉

〈グラフ２〉〈グラフ３〉
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基　金 基金残高
財政調整 73億円
特定目的 96億円
定額運用 4億円
特別会計 7億円
合　計 180億円

市民１人当たり 12万5千円
平成26年度末見込み

基金残高


